
 
 
 
 
 
 
 
 
 

№２１４号・平成 23 年 9 月 30 日 
全日私幼連広報委員会

FAX 03-3263-7038 全日私幼連 
◆平成 24年度 私立幼稚園関係政府予算の概算要求まとまる（概要） 

 

 

幼稚園就園奨励費 大幅な回復で第 4 階層単価 5,000 円増を要求 
 

 

 9 月 30 日、文部科学省は財務省へ提出する平成 24年度の概算要求の内容を公表しまし

た。今回は東日本大震災への対応等により例年より 1カ月遅い概算要求となりました。全

省庁で裁量的経費 10％削減という極めて厳しい状況の中、東日本大震災への対応を含め

て、全日私幼連では香川敬会長を先頭に執行部の先生方は、例年にない極めて強力な要望

運動を展開しました。その結果が大きな概算要求に結びつきました。 

私立幼稚園関係の主な内容は下記のとおりです。詳しくは私幼時報、ホームページでお

知らせいたします。 

 

私立高等学校等経常費助成費補助 

幼稚園分 

３５１億６，６００万円（対前年度 ３１億８，３００万円増 10.0％アップ）
 園児 1人あたり単価 

２２，７８４円（対前年度 １６５円増 0.7％アップ） 
幼稚園就園奨励費補助 

２２４億７，８００万円（対前年度 １２億９，３００万円増 6.1％アップ） 
①私立幼稚園の補助単価の引き上げ 

Ⅰ 生活保護世帯         ２２６，４００円 （３，２００円増） 

Ⅱ 市町村民税非課税世帯     １９６，７００円 （３，５００円増） 

    （市町村民税所得割非課税世帯含む）  

Ⅲ 市町村民税所得割課税額（34,500 円以下） １１３，６００円 （４，４００円増） 

Ⅳ 市町村民税所得割課税額（183,000 円以下）  ５１，８００円 （５，０００円増） 

②第２子以降の保護者負担の軽減 

    兄姉が幼稚園児  第２子    ０．５  → 前年同 

             第３子以降  ０．０  → 前年同 

    兄姉が小１～３  第２子    ０．７５ → ０．７ 

             第３子以降  ０．０  → 前年同 

私立幼稚園施設整備費補助 

２８億３００万円（対前年度 ２０億２，５００万円増） 
  〔今号は２枚〕

 



平成２４年度幼児教育関係概算要求額の概要

（単位：百万円）
前 年 度 平成24年度

区 分 概 算 比較増△減 備 考
予 算 額 要 求 額

幼児教育関係予算総額 21,261 22,553 1,293

1.幼稚園就園奨励費補助 21,185 22,478 1,293 ※23年度→24年度要求

(1) 補助単価の引き上げ
・保護者負担の軽減等を図るため、補助単価を引き上げる。

(階層区分) (23予算) (24要求) (対前年度比)
【公立】生活保護世帯、市町村民税非課税世帯、

市町村民税所得割非課税世帯 20,000円 → 21,000円 ( 1,000円増)
（年収270万円以下）

【私立】
Ⅰ 生活保護世帯 223,200円 → 226,400円 ( 3,200円増)
Ⅱ 市町村民税非課税世帯 193,200円 → 196,700円 ( 3,500円増)
(市町村民税所得割非課税世帯含む)（年収270万円以下）

Ⅲ 市町村民税所得割課税額 34,500円以下 109,200円 → 113,600円 ( 4,400円増)
(年収360万円以下)

Ⅳ 市町村民税所得割課税額 183,000円以下 46,800円 → 51,800円 ( 5,000円増)
(年収680万円以下)

※金額は、第１子の補助単価（年額）を掲げている。
※年収は夫婦と子ども２人の場合を参考までに掲げている。
※市町村民税所得割課税額は平成２３年度の基準を掲げている。
※保育料等の全国平均は年額で公立79,000円、私立305,000円。
※階層区分については、年少扶養控除の見直しに伴う変更を予定している。

(2) 第２子の保護者負担割合の引き下げ
・第２子の保護者負担割合を引き下げる。

(23予算) (24要求)
○兄・姉が幼稚園児の場合 第２子 ０．５ → ０．５ （半額）

第３子以降 ０．０ → ０．０ （無償）
○兄・姉が小１～３の場合 第２子 ０．７５ → ０．７

第３子以降 ０．０ → ０．０ （無償）
※第１子の保護者負担割合を[1.0]とした場合の第２子以降の保護者負担割合

2.幼稚園教育内容・方法の 23 23 0 ・幼稚園教育理解推進事業 23百万円→23百万円
改善充実

3.幼児期からの「人間力」 53 53 0 ・幼児教育の改善・充実調査研究 36百万円→36百万円
向上総合推進プラン ・幼稚園・保育所等の経営実態調査 17百万円→17百万円

【参考】
1.私立幼稚園施設整備費補 778 2,803 2,025 ※公立幼稚園施設整備費については、167,237百万円の内数

助

2.私立高等学校等経常費助 31,983 35,166 3,183
成費補助（幼稚園分）

(ア) 一般補助 24,438 25,101 663

(イ) 特別補助 7,545 10,065 2,520 1.子育て支援推進経費 4,502百万円→6,738百万円
・預かり保育推進事業 3,352百万円→5,396百万円
・幼稚園の子育て支援活動の推進

1,150百万円→1,342百万円
2.幼稚園特別支援教育経費 3,043百万円→3,327百万円

注）百万円未満四捨五入のため差額や合計が一致しない場合がある。

※なお、認定こども園の施設整備などを行う「安心こども基金」については期限延長等について検討する。

●全日私幼連ＦＡＸ速報／9 月 30 日


